
市町村財政比較分析表(平成20年度普通会計決算)
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人件費・物件費等の状況

人口1人当たり人件費・物件費等決算額[166,775円]
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給与水準   （国との比較）

ラスパイレス指数 [93.7]
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定員管理の状況

人口千人当たり職員数 [13.80人]
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公債費負担の状況

実質公債費比率 [21.5%]
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将来負担の状況

将来負担比率 [249.6%]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。
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状況

給与水準
   （国との比較）

定員管理の状況

公債費負担の状況

将来負担の状況

類似団体平均

宇陀市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体
を言う。

※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない
団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。
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分析欄
○財政力指数
　中山間地域に位置し確固たる基幹産業や企業がないため財政基盤が脆弱であり、また団塊の
世代の退職、景気後退により給与所得も低迷し、類似団体平均をかなり下回って０．３６となって
いる。人口減や高齢化により過疎化が進むなか今後行財政改革により財政の健全化を図る。

○経常収支比率
　経常収支比率（１０２．３％）に占める人件費の割合が３２．２％であり、勧奨退職（５８歳）の推
進、給料、管理職手当の引き下げの継続により前年度と比較して１．７ポイント改善されている。
公債費については高利率の地方債の借換等により公債費の削減を図っているが、合併特例債
（基金造成分）の元金償還が平成２０年度より開始されたため、前年度より１．６ポイント悪化して
いる。また一部事務組合への負担金についても類似団体平均より高くなっている。　今後はさら
なる行財政改革への取り組みを通じて義務的経費の削減に努める。

○ラスパイレス指数
　平成１９年４月より職員給を５％削減したことにより類似団体平均を下回った。今後とも適正な
水準維持に努める。

○実質公債費比率
　財源を地方債に求めてきたので類似団体平均に比較して５．１ポイント高い。また平成２０年度
より合併特例債（基金造成分）の元金償還が開始された事、債務負担行為によるものを追加算
定した事、さらに公営企業への繰り出しも新たに開始したことにより前年度と比較しても０．６ポイ
ント悪化している。元利償還金のピークである平成２３年度まで増加することになるが、以降は現
在の地方債発行額の抑制策等により年々減少することになる。

○将来負担比率
　地方債発行額の抑制、職員数の減による退職手当見込み額の減少、土地開発公社への負担
見込額の減により前年度より６ポイント減少し２４９．６ポイントとなったが、類似団体平均よりか
なり高水準となっている。主な要因としては地総債、過疎債、合併特例債、公住債、下水道事業
債、簡易水道事業債等地方債の現在高が多いこと、類似団体に比して職員数が多いことによる
退職手当負担見込額が多いことなどが考えられる。今後も病院建設事業の本格化による公営企
業債等繰入見込額増の影響もあるが、職員数の減による退職手当負担見込額の減少、土地開
発公社健全化に伴う設立法人の負債額等負担見込額の減少などにより、年々減少していくもの
と考えられる。

○人口１，０００人当たり職員数
　地理的要因や合併前の職員をそのまま引き継いだという事、また同種の施設が多数あるのも
現状であり、類似団体と比較して総枠的に多い。勧奨退職の推進や新規採用の抑制により総数
の削減に努め、集中改革プランでは平成２２年度には５６２人（平成１８年４月時点）から５０５人
と１０．１％の削減を目指していたが、平成２１年度に５０３人と前倒しで達成する見込みである。

○人口１人当たり人件費・物件費等決算額
　類似団体を上回る要因は前年度と同様に人件費総額にあります。合併のスケールメリットが発
揮できず職員数が相当数多い。またごみ処理、し尿処理、消防業務を一般事務組合で行ってい
ることも一因として考えられる。


	市町村財政比較分析表(平成20年度普通会計決算)

